
第 145期定時株主総会招集ご通知に際しての 

電 子 提 供 措 置 事 項 

 

（事業報告） 

当行の新株予約権等に関する事項 

業務の適正を確保する体制 

（計算書類） 

株主資本等変動計算書 

個別注記表 

（連結計算書類） 

連結株主資本等変動計算書 

連結注記表 

（2024年４月１日から 2025年３月 31日まで） 

 

株式会社高知銀行 

 

上記事項につきましては、法令および当行定款第 16条の規定に基づき、書面交付請求をいただい

た株主さまに対して交付する書面（電子提供措置事項記載書面）への記載を省略しております。 

 



事業報告の「当行の新株予約権等に関する事項」 

 

１．事業年度の末日において当行の会社役員が有している当行の新株予約権等 

 新 株 予 約 権 等 の 内 容 の 概 要 

新株予約権

等を有する

者 の 人 数 

取 締 役 

(社外取締役

を除く。) 

①新株予約権の名称 

株式会社高知銀行 第１回新株予約権 

②新株予約権の割当日 

2008年8月26日 

③新株予約権の数 

25個 

④新株予約権の目的となる株式の種類及び数 

当行普通株式 2,500株 

（新株予約権１個につき100株） 

⑤新株予約権の行使期間 

2008年8月27日から2038年8月26日まで 

⑥権利行使価額 

１株当たり１円 

⑦新株予約権の行使条件 

新株予約権者は、権利行使時において、当行の取締役の地位

を喪失した時に限り、新株予約権を行使できるものとする。

ただし、この場合、新株予約権者は、地位を喪失した日の翌

日から10日を経過するまでの間に限り、一括してのみ新株予

約権を行使することができる。 

１名 

①新株予約権の名称 

株式会社高知銀行 第２回新株予約権 

②新株予約権の割当日 

2009年8月27日 

③新株予約権の数 

25個 

④新株予約権の目的となる株式の種類及び数 

当行普通株式 2,500株 

（新株予約権１個につき100株） 

⑤新株予約権の行使期間 

2009年8月28日から2039年8月27日まで 

⑥権利行使価額 

１株当たり１円 

⑦新株予約権の行使条件 

新株予約権者は、権利行使時において、当行の取締役の地位

を喪失した時に限り、新株予約権を行使できるものとする。

ただし、この場合、新株予約権者は、地位を喪失した日の翌

日から10日を経過するまでの間に限り、一括してのみ新株予

約権を行使することができる。 

１名 

-1-



 新 株 予 約 権 等 の 内 容 の 概 要 

新株予約権

等を有する

者 の 人 数 

取 締 役 

(社外取締役

を除く。) 

①新株予約権の名称 

株式会社高知銀行 第３回新株予約権 

②新株予約権の割当日 

2010年8月31日 

③新株予約権の数 

30個 

④新株予約権の目的となる株式の種類及び数 

当行普通株式 3,000株 

（新株予約権１個につき100株） 

⑤新株予約権の行使期間 

2010年9月１日から2040年8月31日まで 

⑥権利行使価額 

１株当たり１円 

⑦新株予約権の行使条件 

新株予約権者は、権利行使時において、当行の取締役の地位

を喪失した時に限り、新株予約権を行使できるものとする。

ただし、この場合、新株予約権者は、地位を喪失した日の翌

日から10日を経過するまでの間に限り、一括してのみ新株予

約権を行使することができる。 

１名 

①新株予約権の名称 

株式会社高知銀行 第４回新株予約権 

②新株予約権の割当日 

2011年8月25日 

③新株予約権の数 

28個 

④新株予約権の目的となる株式の種類及び数 

当行普通株式 2,800株 

（新株予約権１個につき100株） 

⑤新株予約権の行使期間 

2011年8月26日から2041年8月25日まで 

⑥権利行使価額 

１株当たり１円 

⑦新株予約権の行使条件 

新株予約権者は、権利行使時において、当行の取締役の地位

を喪失した時に限り、新株予約権を行使できるものとする。

ただし、この場合、新株予約権者は、地位を喪失した日の翌

日から10日を経過するまでの間に限り、一括してのみ新株予

約権を行使することができる。 

１名 
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 新 株 予 約 権 等 の 内 容 の 概 要 

新株予約権

等を有する

者 の 人 数 

取 締 役 

(社外取締役

を除く。) 

①新株予約権の名称 

株式会社高知銀行 第５回新株予約権 

②新株予約権の割当日 

2012年9月12日 

③新株予約権の数 

41個 

④新株予約権の目的となる株式の種類及び数 

当行普通株式 4,100株 

（新株予約権１個につき100株） 

⑤新株予約権の行使期間 

2012年9月13日から2042年9月12日まで 

⑥権利行使価額 

１株当たり１円 

⑦新株予約権の行使条件 

新株予約権者は、権利行使時において、当行の取締役の地位

を喪失した時に限り、新株予約権を行使できるものとする。

ただし、この場合、新株予約権者は、地位を喪失した日の翌

日から10日を経過するまでの間に限り、一括してのみ新株予

約権を行使することができる。 

１名 

①新株予約権の名称 

株式会社高知銀行 第６回新株予約権 

②新株予約権の割当日 

2013年12月26日 

③新株予約権の数 

28個 

④新株予約権の目的となる株式の種類及び数 

当行普通株式 2,800株 

（新株予約権１個につき100株） 

⑤新株予約権の行使期間 

2013年12月27日から2043年12月26日まで 

⑥権利行使価額 

１株当たり１円 

⑦新株予約権の行使条件 

新株予約権者は、権利行使時において、当行の取締役の地位

を喪失した時に限り、新株予約権を行使できるものとする。

ただし、この場合、新株予約権者は、地位を喪失した日の翌

日から10日を経過するまでの間に限り、一括してのみ新株予

約権を行使することができる。 

１名 
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 新 株 予 約 権 等 の 内 容 の 概 要 

新株予約権

等を有する

者 の 人 数 

取 締 役 

(社外取締役

を除く。) 

①新株予約権の名称 

株式会社高知銀行 第７回新株予約権 

②新株予約権の割当日 

2014年8月27日 

③新株予約権の数 

35個 

④新株予約権の目的となる株式の種類及び数 

当行普通株式 3,500株 

（新株予約権１個につき100株） 

⑤新株予約権の行使期間 

2014年8月28日から2044年8月27日まで 

⑥権利行使価額 

１株当たり１円 

⑦新株予約権の行使条件 

新株予約権者は、権利行使時において、当行の取締役の地位

を喪失した時に限り、新株予約権を行使できるものとする。

ただし、この場合、新株予約権者は、地位を喪失した日の翌

日から10日を経過するまでの間に限り、一括してのみ新株予

約権を行使することができる。 

２名 

①新株予約権の名称 

株式会社高知銀行 第８回新株予約権 

②新株予約権の割当日 

2015年8月26日 

③新株予約権の数 

30個 

④新株予約権の目的となる株式の種類及び数 

当行普通株式 3,000株 

（新株予約権１個につき100株） 

⑤新株予約権の行使期間 

2015年8月27日から2045年8月26日まで 

⑥権利行使価額 

１株当たり１円 

⑦新株予約権の行使条件 

新株予約権者は、権利行使時において、当行の取締役の地位

を喪失した時に限り、新株予約権を行使できるものとする。

ただし、この場合、新株予約権者は、地位を喪失した日の翌

日から10日を経過するまでの間に限り、一括してのみ新株予

約権を行使することができる。 

２名 
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 新 株 予 約 権 等 の 内 容 の 概 要 

新株予約権

等を有する

者 の 人 数 

取 締 役 

(社外取締役

を除く。) 

①新株予約権の名称 

株式会社高知銀行 第９回新株予約権 

②新株予約権の割当日 

2016年8月24日 

③新株予約権の数 

47個 

④新株予約権の目的となる株式の種類及び数 

当行普通株式 4,700株 

（新株予約権１個につき100株） 

⑤新株予約権の行使期間 

2016年8月25日から2046年8月24日まで 

⑥権利行使価額 

１株当たり１円 

⑦新株予約権の行使条件 

新株予約権者は、権利行使時において、当行の取締役の地位

を喪失した時に限り、新株予約権を行使できるものとする。

ただし、この場合、新株予約権者は、地位を喪失した日の翌

日から10日を経過するまでの間に限り、一括してのみ新株予

約権を行使することができる。 

２名 

社外取締役 ― ― 

監 査 役 ― ― 

（注）2017年10月1日付で普通株式の単元株式数を1,000株から100株に変更するとともに、10株

につき１株の割合で株式併合を実施したため、新株予約権の目的となる株式の数を調整

しております。 

 

２．事業年度中に使用人等に交付した当行の新株予約権等 

 記載すべき事項はありません。 

 

３．その他新株予約権等に関する重要な事項 

記載すべき事項はありません。 
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事業報告の「業務の適正を確保する体制」 

 

Ⅰ. 内部統制システム構築の基本方針 

 当行の取締役会において決議された内部統制システム構築の基本方針は次のとおり

です。 

 

１．取締役および職員等の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するた

めの体制 

① 取締役および職員等は、法令等の遵守は経営の最重要課題であると明記した「コ

ンプライアンス規程」をはじめ、コンプライアンスに関する規程類を遵守する。 

② コンプライアンス委員会を設置し、コンプライアンス全般に関する事項につい

て審議・決定し、取締役会に定期的に報告もしくは付議する。 

③ コンプライアンスに関する統括部署としてコンプライアンス統括部を設置し、

各部店の部店長をコンプライアンス責任者として、その下にコンプライアンス担

当者を配置したコンプライアンス体制を構築する。 

④ 事業年度毎に「コンプライアンス・プログラム」を取締役会において策定し、

コンプライアンス統括部は全体の進捗状況および評価等についてコンプライアン

ス委員会および取締役会へ報告する。 

⑤ コンプライアンス研修を研修計画に織り込むとともに、各種研修の場において

もコンプライアンスについての啓蒙時間を設ける。 

⑥ 不祥事故防止の観点から、人事ローテーションや休暇取得等の職場離脱制度を

実施する。 

⑦ 法令等違反による不祥事や各リスク顕現化の防止および早期発見、自浄プロセ

スの機動性向上等のために「企業倫理ホットライン」を設け、この運営を確保す

るために「内部通報制度実施規程」を整備する。 

⑧ 財務報告の信頼性を確保するため、「財務報告に係る内部統制」の基本方針を定

め、同基本方針に基づき財務報告の有効性を確保するための体制を整備する。 

⑨ 監査部は各部店におけるコンプライアンスを含む内部管理態勢等の有効性、適

切性について監査する。 

⑩ 監査役は、取締役および職員等の法令等遵守体制、リスク管理体制、財務情報

その他企業情報を適正かつ適時に開示するための体制について、取締役が適切に

構築し運用しているかを監視・検証し、必要に応じて改善を助言または勧告する。 

 

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制 

① 職務の執行に係る文書は文書保存を定める行内規程類に基づき、適切に管理す

る。 

② 取締役の意思決定に係る文書については、各会議体の規程に、それぞれの付議

基準を明確に定めるとともに、議事録を作成し、適切に保存および管理する。 

③ 内部情報の管理のための規程類を定め、経営統括部が一元管理するとともに、
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関係各部と連携して研修や臨店等で周知・徹底する。また、開示情報も経営統括

部が統括・管理を行う。 

  

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

① 信用リスク、市場リスク、流動性リスク、オペレーショナル・リスクについて

リスク管理方針を定めリスクを統合的に管理する。 

② リスク管理の統括部署を経営統括部とし、リスク管理委員会を設置して各リス

クを統合的に管理する。各リスクが顕現化し、頭取が経営に与える影響が極めて

重大で緊急な対応が必要と認めた場合、対応する機関として対策本部を設置し、

緊急時の管理体制を敷く。 

③ 取締役会はリスクの適切かつ有効な内部管理態勢の構築と運用を図るため、リ

スク管理に係る業務執行を決定し、リスク管理に係る事項について付議または報

告を受け、必要な意思決定と指示を行う。 

④ リスク管理プログラムならびに各種施策を取締役会において決定し、各リスク

管理態勢の機能状況については担当取締役が取締役会に報告する。 

⑤ 事業年度毎に監査基本方針と監査計画を取締役会で決定し、監査部はそれに基

づき監査を実施するとともに取締役会に監査の実施状況および結果について定期

的に報告する。 

⑥  自然災害、風評リスク、情報漏洩、システム停止等の要因による緊急事態が及 

ぼす損失・影響を最小限に抑えるとともに、事態の早期収拾を図るため、平時か

らの危機管理態勢を構築する。 

⑦ 地震の発生や感染症の拡大等においても、継続すべき重要業務等を定めた「業

務継続計画」に基づき、決済機能等を円滑に運行する体制を確保する。 

   

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

① 取締役および職員等の職務の執行が効率的に行われるよう、職務権限規程を制

定し業務遂行における取締役、本部および営業店の各職位の権限と責任を明確に

する。 

② 取締役会は経営会議やリスク管理委員会等の下位会議体へ委任することで取締

役が職務の執行を効率的に行うことができるように、各会議体の権限を明確にす

る。 

③ コンプライアンスに関する諸問題についてはコンプライアンス委員会で審議し

た上で、取締役会に付議する。 

 

５．次に掲げる体制その他の当行および当行子会社から成る企業集団（以下、「当行グ

ループ」という。）における業務の適正を確保するための体制 

(1)子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当行への報告に関する体制 

 ① 関係会社管理規程にて子会社が当行に協議・報告すべき事項を定め、業績や財

務状況については毎月、その他業務執行に係る重要事項については随時報告を求め

て、適切に管理する。 
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(2)子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

 ① リスク管理方針において当行グループのリスク管理態勢を定め、統括部署を経

営統括部とし、グループ全体のリスクを統括的に管理する。 

② 当行グループの平時からの危機管理態勢を構築するため、危機管理規程を定め

るとともに、当行ならびに子会社各社で業務継続計画（ＢＣＰ）を定め、経営統括

部が統括的に管理する。 

(3)子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

 ① 子会社においても、業務の決定および執行について相互監視が適正になされる

よう、取締役会と監査役を設置する。 

 ② 関係会社管理規程や関係会社人事管理運用規程・与信管理規程に基づき、子会

社の業務執行に際して適切な管理・指導を行う。 

(4)子会社の取締役等および職員等の職務の執行が法令および定款に適合することを

確保するための体制 

① 子会社の「コンプライアンス・プログラム」策定にも当行が関与し、進捗状況

等については当行取締役会で検証するとともに、当行監査部において子会社の法

令等の遵守状況等について監査する。 

② 子会社においてもそれぞれコンプライアンスに関する規則・マニュアルを制定

し、責任者を配置する。 

 

６．監査役がその職務を補助すべき職員を置くことを求めた場合における当該使用人

に関する事項 

① 監査役の職務を補助するため、監査役と協議のうえで必要な人員を常時配置す

る。 

 

７．前号の職員の取締役からの独立性および当該職員に対する指示の実効性の確保に

関する事項 

① 監査役の職務を補助する常勤者は、他部署の役職員を兼務せず、監査役以外の

者からの指揮命令を受けない。 

② 監査役の職務を補助する常勤者の任命および異動については、あらかじめ監査

役会の意見を聴取し、これを尊重する。 

③ 監査役の職務を補助する常勤者の人事考課については、監査役会の同意を得る。 

 

８．次に掲げる体制その他の当行の監査役への報告に関する体制 

(1)当行の取締役および職員等が監査役に報告をするための体制 

① 当行の取締役および職員等は、職務の執行状況等について、監査役から報告を

求められた場合、速やかに適切な報告を行う。 

② 内部通報制度実施規程に「企業倫理ホットライン」を用いて役職員等（退職後

１年以内の者を含む）が監査役に通報できる制度を定める。 

③ 法令等の違反行為、当行に著しい損害を及ぼす恐れのある事実等を予知あるい

は発見した場合に監査役に報告する時期・方法等について明記し、役職員等に周
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知徹底する。 

(2)子会社の取締役・監査役および職員等またはこれらの者から報告を受けた者が当

行の監査役に報告をするための体制 

 ① 子会社の役職員等は、職務の執行状況等について、当行監査役から報告を求め

られた場合、速やかに適切な報告を行う。 

 ② 内部通報制度実施規程に「企業倫理ホットライン」を用いて子会社の役職員等

（退職後１年以内の者を含む）が当行監査役に通報できる制度を定める。 

 

９．監査役へ報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受け

ないことを確保するための体制 

 ① 内部通報制度実施規程において、報告をした者が当該報告をしたことを理由に

不利な取扱いを受けないことを定める。 

 

10．監査役の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他の当該

職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項 

 ① 監査役がその職務の執行について、当行に対して費用の前払等の請求をした

ときは、担当部署において審議のうえ、当該請求に係る費用または債務が当該

監査役の職務の執行に必要ないと認められた場合を除き、速やかに当該費用ま

たは債務を処理する。 

  

11. その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

① 株主総会に提出する監査役選任議案については、あらかじめ監査役会と協議を

行い、決議する。 

② 監査役が取締役会、経営会議、リスク管理委員会、コンプライアンス委員会そ

の他の重要な会議に出席できることを各規程において明記する。 

③ 監査部監査で得た情報については必要に応じて監査役に提供し、その円滑な職

務の遂行に協力する旨を監査規程に定める。 

④ 代表取締役は、監査役会と定期的に会合を持ち、会社が対処すべき課題、監査

役監査の環境整備の状況、監査上の重要課題等について意見交換をする。 

⑤ 監査役は必要に応じ、内部監査部門等に対して調査を求めることができる。 

⑥ 監査役および監査役会が会計監査人と定期的に会合を持つなど緊密な連携を保

ち、積極的に意見および情報の交換を行い、効率的な監査を実施する体制を確保

する。 

 

12．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方および体制 

   市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対しては毅然とした態度

で臨み、同勢力からの不当要求は断固として拒絶する。 

①  反社会的勢力対応の統括部署をコンプライアンス統括部とし、各部店の部店

長を不当要求防止の責任者とする。新聞報道や営業店等からの反社会的勢力に

関する情報は、当行グループで共有し、統括部署で一元管理する。 
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 ② 「反社会的勢力への対応に係る基本方針」を制定し、反社会的勢力による被害

の防止と関係遮断に向けた取組みを推進する。 

 ③ 反社会的勢力への対応にあたっては、弁護士、管轄警察署、暴力追放運動推進

センターと連携する。また、各地の公安委員会が開催する｢不当要求防止責任者講

習｣を積極的に受講する。 
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Ⅱ. 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要 

 当行は、前記「内部統制システム構築の基本方針」に基づいて、体制の整備とその

適切な運用に努めております。当事業年度における当該体制の運用状況の概要は次の

とおりです。 

 

１．コンプライアンスに対する取組みの状況 

コンプライアンス委員会を５回開催し、コンプライアンス態勢について主管部署

から報告を受け、審議・検証しました。コンプライアンス・プログラムの実効性を

より高めるために、評価項目等を見直して取組んでおり、進捗状況等については３

カ月毎にコンプライアンス委員会で報告を受け、検証しております。さらに、半期

毎に開催する部店長会議において、頭取および担当取締役からコンプライアンスに

対する訓示を行うとともに、当行グループの職員等を対象としたコンプライアンス

研修会を実施し、コンプライアンス・マインドの向上に取組んでおります。 

また、監査部は各部店の監査において、コンプライアンスに対する取組みの適切

性について監査しているほか、財務報告に係る内部統制の有効性についても監査を

実施しております。 

 

２．取締役の職務執行に係る情報の保存・管理および効率性の確保に対する取組みの

状況 

取締役会は原則として毎月１回開催（２０２４年度は１７回開催）しており、付

議基準に基づいた議案について、業務執行の状況等の監督や決議を行っております。

また、議事録は事務局で速やかに作成し、所管部で保管しております。 

 

３．損失の危険の管理に対する取組みの状況 

リスク管理委員会を毎月開催し、リスク管理に係る事項について報告を受けると

ともに、審議・検証しております。また、リスクカテゴリーごとにリスク管理プロ

グラムを期初に策定し、機能状況については四半期ごとにリスク管理委員会で検証

し、取締役会へ報告しております。さらに、定期的なサイバーインシデントや巨大

地震への対応訓練、防災・ＢＣＰに関する行内研修を実施しているほか、サイバー

セキュリティについては、外部評価の実施や常時ネットワーク状況のモニタリング

を行うなど体制の維持強化等にも取組んでおります。また、感染症への防疫対策の

徹底や、市中感染状況に応じた業務態勢の柔軟な見直しを行っております。 

 

４．当行グループにおける業務の適正の確保に対する取組みの状況 

子会社の経営管理については、経営統括部が統括しており、各子会社の業績につ

いては毎月報告を受けるとともに、業務執行についても必要に応じて報告・協議を

受けております。また、子会社のコンプライアンス・プログラムの策定には当行コ

ンプライアンス統括部が関与するほか、プログラムの進捗状況についても３カ月毎

に報告を受け、コンプライアンス委員会で審議しております。 
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５．監査役監査の実効性の確保に対する取組みの状況 

監査役会は社外監査役２名を含む監査役３名で構成され、原則として毎月１回開

催しております。監査役会スタッフとして、専任者１名を配置しており、当該職員

は監査役以外から指揮命令は受けない体制としております。監査役は、リスク管理

委員会等の重要会議に出席するほか、代表取締役と定期的に意見交換を行っており

ます。また、職務の執行に必要な費用については、担当部署で検証の上、処理して

おります。 

 

６．反社会的勢力排除に対する取組みの状況 

反社会的勢力に関する情報について、新聞等の公知情報のほか、外部団体と連携

して情報を入手しており、情報システムを活用して連結子会社間で共有の上、各種

取引を行う際にチェックしております。また、新規取引先との契約締結に際しては、

反社会的勢力排除条項の契約書への記載を必須としております。 
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当期首残高 15,444 7,651 2,658 10,309 1,363 237 26,109 27,710

当期変動額

　　剰余金の配当 74 △ 447 △ 373

　　当期純利益 790 790

　　自己株式の取得

　　土地再評価差額金の取崩 11 11

　　株主資本以外の項目の
　　当期変動額（純額）

当期変動額合計 － － － － 74 － 354 428

当期末残高 15,444 7,651 2,658 10,309 1,438 237 26,463 28,139

株主資本 その他有価証券 土地再評価 評価・換算
合 　 計 評 価 差 額 金 差　額  金 差額等合計

当期首残高 △ 169 53,294 △ 239 3,146 2,907 28 56,230

当期変動額

　　剰余金の配当 △ 373 △ 373

　　当期純利益 790 790

　　自己株式の取得 △ 37 △ 37 △ 37

　　土地再評価差額金の取崩 11 11

　　株主資本以外の項目の
　　当期変動額（純額）

当期変動額合計 △ 37 391 △ 8,284 △ 11 △ 8,296 － △ 7,904

当期末残高 △ 206 53,686 △ 8,523 3,134 △ 5,389 28 48,325

そ  の　他
資本剰余金

第１４５期  （2024年4月1日から2025年3月31日まで） 株主資本等変動計算書

株　　　　　　主　　　　　　資　　　　　　本

資本金
その他利益剰余金

資本剰余金
合      計

資本準備金 圧縮記帳

積 立 金

利益準備金 繰越利益
剰 余 金

利益剰余金
合    　計

資　　　本　　　剰　　　余　　　金 利　　　　益　　　　剰　　　　余　　　　金

（単位：百万円）

自己株式

株　主　資　本

△ 11

評価・換算差額等

△ 8,284

純資産
合　 計

新株予約権

△ 8,296△ 8,296
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個別注記表 

 

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

重要な会計方針 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券の評価は、子会社株式については移動平均法による原価法、その他有価証

券については時価法（売却原価は移動平均法により算定）、ただし市場価格のない株

式等については移動平均法による原価法により行っております。 

なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理してお

ります。 

(2) 有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用さ

れている有価証券の評価は、時価法により行っております。 

２．デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 

３．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

有形固定資産は、定率法（ただし、1998年４月１日以後に取得した建物（建物附

属設備を除く。）並びに2016年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に

ついては定額法）を採用しております。 

また、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建 物 39 年 ～ 50 年 

その他 ５ 年 ～ 10 年 

(2) 無形固定資産 

無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェア

については、行内における利用可能期間（５年）に基づいて償却しております。 

(3) リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」中のリース資産は、

リース期間を耐用年数とした定額法により償却しております。なお、残存価額につい

ては、リース契約上に残価保証の取決めがあるものは当該残価保証額とし、それ以外

のものは零としております。 

４．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建資産・負債は、決算日の為替相場による円換算額を付しております。 
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５．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、以下に定める債務者区分に

応じて、次のとおり計上しております。 

 

破綻先  ：破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者 

実質破綻先：破綻先と同等の状況にある債務者 

破綻懸念先：現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きい

と認められる債務者 

要注意先 ：貸出条件に問題がある債務者、履行状況に問題がある債務者、業況が

低調ないし不安定な債務者又は財務内容に問題がある債務者など今後

の管理に注意を要する債務者 

要管理先 ：要注意先のうち、条件緩和債権又は三月以上延滞債権を有する債務者 

正常先  ：業績が良好で財務状況にも特段の問題がない債務者 

 

① 破綻先に係る債権及び実質破綻先に係る債権については、次のなお書きに記載

されている直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による

回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。なお、破綻先及び実

質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及

び保証による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額とし

て債権額から直接減額しており、その金額は2,373百万円であります。 

② 破綻懸念先及び要管理先で与信額が一定額以上の大口債務者のうち、債権の元

本の回収及び利息の受取りに係るキャッシュ・フローを合理的に見積もること

ができる債権については、当該キャッシュ・フローを貸出条件緩和実施前の約

定利子率で割り引いた金額と債権の帳簿価額との差額を貸倒引当金とする方法

（キャッシュ・フロー見積法）により計上しております。 

③ 上記②以外の破綻懸念先に係る債権については、債権額から担保の処分可能見

込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額に予想損失率を乗じた額を

貸倒引当金として計上しております。なお、予想損失率については、過去の一

定期間における貸倒実績率の平均値に基づいた損失率と景気循環サイクル等を

勘案した損失率を比較し、将来見込み等を考慮して算定しております。 

④ 上記②以外の要管理先に係る債権については、過去の一定期間における貸倒実

績率の平均値に基づいた損失率をもとに、将来見込み等を考慮した予想損失率

により貸倒引当金を計上しております。 

⑤ 正常先及び要注意先に係る債権については、過去の一定期間における貸倒実績

率の平均値に基づいた損失率をもとに、将来見込み等を考慮した予想損失率に

より貸倒引当金を計上しております。 
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(注)１ 貸倒引当金の算定におけるグルーピング 

上記の債務者区分に加えて、正常先は２区分（遠隔の特定地域の正常先の

うち信用格付が低位の先（特定地域の正常先）、それ以外の正常先）、要

注意先は３区分（経営改善計画等により債務者区分の判定を行っている債

務者（計画要注意先）、遠隔の特定地域の要注意先（特定地域の要注意

先）、それ以外の要注意先）にそれぞれグルーピングしております。 

２ 今後の予想損失額を見込む一定期間 

破綻懸念先、要管理先及び要注意先のうち計画要注意先は３年、それ以外

の要注意先（特定地域の要注意先を含む）及び正常先は１年としておりま

す。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、

当該部署から独立した資産監査部署が査定結果を監査しております。 

(2) 賞与引当金 

賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給

見込額のうち、当事業年度に帰属する額を計上しております。 

(3) 退職給付引当金 

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基づき、必要額を計上しております。また、退職給付

債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法に

ついては給付算定式基準によっております。なお、過去勤務費用及び数理計算上の差

異の損益処理方法は次のとおりであります。 

過去勤務費用：発生年度に一括損益処理 

数理計算上の差異：各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年

数（５年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の

翌事業年度から損益処理 

(4) 睡眠預金払戻損失引当金 

睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻

請求に備えるため、将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積り必要と認める額を

計上しております。 

(5) 株式報酬引当金 

株式報酬引当金は、当行の取締役（社外取締役を除く）への将来の当行株式の交付

に備えるため、株式交付規程に基づき、ポイントに応じた株式の給付見込額を基礎と

して、当事業年度末までに発生していると認められる額を計上しております。 

６．収益の計上方法 

当行の顧客との契約から生じる収益は、主に「預金・貸出業務」「為替業務」「証

券関連業務」による役務の提供に対する収益等から構成されており、顧客への役務提

供時点等において当行の履行義務が充足されると判断しており、当該時点等で収益を

認識しております。 
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７．消費税等の会計処理 

有形固定資産に係る控除対象外消費税等は当事業年度の費用に計上しております。 

８．投資信託の解約・償還損益 

投資信託の解約・償還損益は、銘柄ごとに集計し、益の場合は「有価証券利息配当

金」、損の場合は「その他業務費用」中の国債等債券償還損にて計上しております。 

９．株式配当金 

株式の配当金は、その支払を受けた日の属する事業年度に計上しております。 

10．外貨建その他有価証券の換算差額の処理 

外貨建その他有価証券の換算差額は、外国通貨による時価の変動に係る換算差額を

評価差額とし、それ以外の差額については為替差損益として処理しております。 

 

会計方針の変更 

（法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準等の適用） 

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年

10月28日。以下「法人税等会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用して

おります。 

法人税等の計上区分に関する改正については、法人税等会計基準第20-3項ただし書

きに定める経過的な取扱いに従っております。これによる財務諸表への影響はありま

せん。 

 

重要な会計上の見積り 

会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、

翌事業年度に係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりであり

ます。 

１．貸倒引当金 

(1) 当事業年度に係る計算書類に計上した額 

貸倒引当金   11,936百万円 

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報 

① 算出方法 

「重要な会計方針 ５．引当金の計上基準 (1)貸倒引当金」に記載のとおり、

自己査定基準に則り全ての債権について資産査定を行い、債務者を信用リスクに応

じて区分した上で、償却・引当基準に基づいて、債務者区分毎に貸倒引当金を計上

しております。 

当行では、債務者の実態的な財務内容、収益力等により、その返済能力を検討し、

債務者に対する貸出条件及びその履行状況を確認のうえ、業種等の特性を踏まえ、

収益性の見通し、年間弁済可能額による債務償還能力、経営改善計画の妥当性等を

総合的に勘案し、債務者区分を判定しております。 
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② 主要な仮定 

債務者区分の判定における主要な仮定は、個別債務者ごとの将来の業績見通しで

あります。将来の業績見通しは、キャッシュ・フロー見込、財政状態、収益性等の

情報を基礎とし、特に、経営改善計画が作成されている債務者については、その実

現可能性、進捗状況、財政状態の回復見込等を加味しております。 

貸倒引当金の算定に使用する予想損失率は、過去の貸倒実績率と一定の関連性が

あるとの仮定に基づいております。また、遠隔地域の債務者に対する債権について

は、相対的に情報が劣後する結果、信用リスクが高くなると仮定し、予想損失率の

算定を行っております。ただし、直近の貸倒実績等に鑑み、特定地域の正常先及び

特定地域の要注意先を対象としております。 

なお、当事業年度末においては、雇用所得環境が改善し、個人消費の持ち直しが

見られる一方で、円安等を起因とする原材料価格や物流費の高騰、人手不足による

人件費の高騰、政策金利の上昇等により、債務者の業績に対して一定の影響がある

と認識しております。しかし、政府や自治体の経済対策が打ち出されていることな

どから、その影響は限定的で、与信費用の増加は多額とはならないとの仮定をおい

て貸倒引当金を算定しております。 

③ 翌事業年度に係る計算書類に及ぼす影響 

当事業年度と同様、原材料価格、物流費、人件費等の高騰や、政策金利の上昇等

の影響に加え、米国による関税政策の対応により、個別債務者の業績が想定以上に

深刻化する等、当初の見積りに用いた仮定が変化した場合は、翌事業年度に係る計

算書類における貸倒引当金に重要な影響を及ぼす可能性があります。 

 

追加情報 

（取締役に対する業績連動型株式報酬制度） 

当行は、2017年度より、中長期的な業績の向上と企業価値の増大に貢献する意識を

高めることを目的として、当行の取締役（社外取締役を除く。以下同じ。）を対象に、

業績連動型株式報酬制度（以下「本制度」という。）を導入しております。なお、新

規に新株予約権の付与は行わないこととしております。 

１．取引の概要 

本制度は、当行が金銭を拠出することにより設定する信託（以下「本信託」とい

う。）が当行株式を取得し、各取締役に対して当行が定める株式交付規程に従い、業

績達成度等一定の基準に応じて当行が付与するポイントの数に相当する当行株式及び

当行株式に代わる金銭が、本信託を通じて交付される業績連動型の株式報酬制度です。 

２．信託に残存する当行の株式 

信託に残存する当行の株式は、株主資本において自己株式として計上しており、当

事業年度末の当該自己株式の帳簿価額は85百万円、株式数は89千株であります。 
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注記事項 

（貸借対照表関係） 

１．銀行法及び金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づく債権は次のとお

りであります。なお、債権は、貸借対照表の「有価証券」中の社債（その元本の償還

及び利息の支払の全部又は一部について保証しているものであって、当該社債の発行

が有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）によるものに限る。）、貸出金、

外国為替、「その他資産」中の未収利息及び仮払金並びに支払承諾見返の各勘定に計

上されるものであります。 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権額 3,342 百万円 

危険債権額 26,236 百万円 

要管理債権額 627 百万円 

三月以上延滞債権額     － 

貸出条件緩和債権額 627 百万円 

小計額 30,206 百万円 

正常債権額 734,560 百万円 

合計額 764,766 百万円 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手

続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれら

に準ずる債権であります。 

危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成

績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高

い債権で破産更生債権及びこれらに準ずる債権に該当しないものであります。 

三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延

している貸出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権並びに危険債権に該当しない

ものであります。 

貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利

の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取

決めを行った貸出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権並びに三月以

上延滞債権に該当しないものであります。 

正常債権とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がないものとして、破産

更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権、三月以上延滞債権並びに貸出条件緩和

債権以外のものに区分される債権であります。 

なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

２．手形割引は、業種別委員会実務指針第24号に基づき金融取引として処理しておりま

す。これにより受け入れた商業手形は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分

できる権利を有しておりますが、その額面金額は1,961百万円であります。 
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３．担保に供している資産は次のとおりであります。 

担保に供している資産 

有価証券 87,743 百万円 

担保資産に対応する債務 

預金 544 百万円 

借用金 51,000 百万円 

その他の負債 36 百万円 

上記のほか、為替決済等の取引の担保として、有価証券2,056百万円及び預け金18百

万円を差し入れております。 

また、その他の資産には、中央清算機関差入証拠金1,500百万円及びその他の保証金

等1,257百万円が含まれております。 

４．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行

の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限

度額まで資金を貸し付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未

実行残高は179,564百万円であります。このうち原契約期間が１年以内のもの又は任意

の時期に無条件で取消可能なものが178,291百万円あります。 

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未

実行残高そのものが必ずしも当行の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるもので

はありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相

当の事由があるときは、当行が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減

額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に

応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている

行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の

措置等を講じております。 

５．土地の再評価に関する法律（1998年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の

土地の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評

価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評

価差額金」として純資産の部に計上しております。 

再評価を行った年月日 

1999年３月31日 

同法律第３条第３項に定める再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令（1998年３月31日公布政令第119号）第２条第４

号に定める地価税法（1991年法律第69号）第16条に規定する地価税の課税価格の計

算の基礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官が定めて公表した方法により

算定した価額に基づいて、奥行価格補正等合理的な調整を行って算出。 

同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当事業年度末における時価の合

計額と当該事業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額   5,053百万円 
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６．有形固定資産の減価償却累計額   13,929百万円 

７．有形固定資産の圧縮記帳額       856百万円 

８．「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）に

よる社債に対する当行の保証債務の額は13,830百万円であります。 

９．関係会社に対する金銭債権総額    3,460百万円 

10．関係会社に対する金銭債務総額    1,093百万円 

 

（損益計算書関係） 

１．関係会社との取引による収益 

資金運用取引に係る収益総額 28 百万円 

役務取引等に係る収益総額 19 百万円 

その他業務・その他経常取引に係る収益総額 4 百万円 

関係会社との取引による費用 

資金調達取引に係る費用総額 0 百万円 

その他の取引に係る費用総額 377 百万円 

２．営業キャッシュ・フローの減少、店舗統廃合の意思決定及び継続的な地価の下落等

により、以下の資産について帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損

損失として特別損失に計上しております。 
 

地域 主な用途 種類 減損損失（百万円） 

愛媛県内 営業店舗 
土地 17  

建物 13  

合計 30  

 
当行の資産のグルーピングについては、稼動資産は管理会計上において継続的な収

支の把握を行っている単位である各営業店舗とし、また、遊休資産等（売却・廃止予

定店舗を含む）については各資産としております。 

回収可能価額の算定は、正味売却価額によっており、不動産鑑定評価等に基づく評

価から処分費用見込額を控除して算定しております。 

３．関連当事者との取引について記載すべき重要なものはありません。 
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（株主資本等変動計算書関係） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（単位：千株） 

 
当事業年度

期首株式数 

当事業年度

増加株式数 

当事業年度

減少株式数 

当事業年度 

末株式数 

摘要 

 

自己株式      

 
普通株式 125 42 － 167 

（注１） 

（注２） 

合 計 125 42 － 167  

 
（注１）自己株式における普通株式の当事業年度末株式数には、株式交付信託が保有

する当行株式 89 千株が含まれております。 

（注２）自己株式における普通株式の増加株式数 42 千株は、株式交付信託の取得 42

千株、単元未満株式の買取請求０千株による増加であります。 

（有価証券関係） 

貸借対照表の「国債」「地方債」「社債」「株式」「その他の証券」が含まれてお

ります。 

１．売買目的有価証券（2025年３月31日現在） 

該当事項はありません。 

２．満期保有目的の債券（2025年３月31日現在） 

該当事項はありません。 

３．子会社・子法人等株式及び関連法人等株式（2025年３月31日現在） 

市場価格のある子会社・子法人等株式及び関連法人等株式、子会社等組合出資金は

ありません。 

また、市場価格のない子会社・子法人等株式及び子会社等組合出資金の貸借対照表

計上額は以下のとおりであります。 
 

 貸借対照表計上額（百万円） 

子会社・子法人等株式及び出資金 1,025 

関連法人等株式及び出資金 － 
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４．その他有価証券（2025年３月31日現在） 
 

 種類 

貸借対照表 

計 上 額 

（百万円） 

取得原価 

（百万円） 

差額 

(百万円) 

貸借対照表計上

額が取得原価を

超えるもの 

株式 11,483 6,876 4,607 

債券 8,737 8,524 213 

国債 3,106 3,029 76 

地方債 1,024 1,010 14 

社債 4,607 4,484 122 

その他 14,387 12,412 1,975 

外国債券 3,269 3,247 21 

小計 34,608 27,813 6,795 

貸借対照表計上

額が取得原価を

超えないもの 

株式 3,988 4,595 △606 

債券 201,523 214,013 △12,489 

国債 18,866 19,860 △993 

地方債 1,913 2,000 △86 

社債 180,743 192,153 △11,410 

その他 40,919 43,110 △2,190 

外国債券 26,730 27,115 △385 

小計 246,431 261,719 △15,287 

合計 281,040 289,532 △8,491 

 

（注）上表に含まれない市場価格のない株式及び組合出資金の貸借対照表計上額 
 

 貸借対照表計上額（百万円） 

非上場株式 946 

組合出資金 620 

 
組合出資金については、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第31号 2021年6月17日）第24-16項に基づき、時価開示の対象とはして

おりません。 

当事業年度における、非上場株式についての減損処理額はありません。 

５．当事業年度中に売却した満期保有目的の債券（自 2024年４月１日 至 2025年３月31

日） 

該当事項はありません。 
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６．当事業年度中に売却したその他有価証券（自 2024年４月１日 至 2025年３月31日） 
 

 
売却額(百万円) 

 

売却益の合計額 

(百万円) 

売却損の合計額 

(百万円) 

株式 2,839 737 △58 

債券 32,990 96 △325 

国債 10,030 65 △5 

地方債 2,100 － △99 

社債 20,860 30 △220 

その他 14,560 776 △323 

外国債券 7,594 0 △303 

合計 50,391 1,610 △707 
 
７．減損処理を行った有価証券 

売買目的有価証券以外の有価証券（市場価格のない株式及び組合出資金を除く）の

うち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価

まで回復する見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって貸借対

照表計上額とするとともに、評価差額を当事業年度の損失として処理（以下「減損処

理」という。）しております。 

当事業年度における減損処理額は、17百万円（うち、株式17百万円）であります。 

また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、原則として、銘柄ごと

に以下のとおり定めております。 

① 時価が取得原価に対して50％以上下落している場合 

② 時価が取得原価に対して30％以上50％未満下落し、かつ発行会社の業績推移等を

勘案した一定の基準に該当した場合 

 

（金銭の信託関係） 

１．運用目的の金銭の信託（2025年３月31日現在） 
 

 
貸借対照表計上額 

（百万円） 

当事業年度の損益に含まれた

評価差額（百万円） 

運用目的の金銭の信託 1,003 △7 

 
２．満期保有目的の金銭の信託（2025年３月31日現在） 

該当事項はありません。 

３．その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）（2025年３月31日現在） 

該当事項はありません。 
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（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ次のとおり

であります。 

繰延税金資産   

貸倒引当金 4,247 百万円 

その他有価証券評価差額金 2,575  

退職給付引当金 682  

固定資産の減損損失 327  

有価証券評価損 324  

繰延資産 132  

賞与引当金 122  

その他 498  

繰延税金資産小計 8,911  

評価性引当額 △7,090  

繰延税金資産合計 1,821  

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金 △64  

固定資産圧縮積立金 △104  

繰延税金負債合計 △168  

繰延税金資産の純額 1,652 百万円 

２．法人税の税率の変更による繰延税金資産および繰延税金負債の金額の修正  

「所得税法等の一部を改正する法律（2025年法律第13号）」が2025年３月31日に

成立したことに伴い、2026年４月１日以後に開始する事業年度から「防衛特別法人

税」の課税が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負

債の計算に使用する法定実効税率は従来の30.45％から、2026年４月１日以後開始す

る事業年度以降に解消が見込まれる一時差異については31.35％となります。この税

率変更による影響は軽微であります。  

 

（１株当たり情報） 

１株当たりの純資産額 4,112 円 07 銭 

１株当たりの当期純利益金額 66 円 41 銭 

（注）株主資本において自己株式として計上されている信託に残存する当行の株式は、

１株当たりの純資産額及び１株当たりの当期純利益金額の算定上、期末発行済株

式総数及び期中平均株式数から控除する自己株式に含めております。 

１株当たりの純資産額及び１株当たりの当期純利益金額の算定上、当事業年

度における控除した当該自己株式の期末株式数及び期中平均株式数はそれぞれ

89 千株、63 千株であります。 

 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 
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 （2024年4月1日から2025年3月31日まで） 連結株主資本等変動計算書

（単位：百万円）

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 15,444 10,307 30,067 △ 169 55,648

当期変動額

剰余金の配当 △ 373 △ 373

親会社株主に帰属する当期純利益 860 860

自己株式の取得 △ 37 △ 37

土地再評価差額金の取崩 11 11

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）

当期変動額合計 － － 499 △ 37 462

当期末残高 15,444 10,307 30,566 △ 206 56,111

そ の 他 有 価 証 券 土 地 再 評 価 退 職 給 付 に 係 る その他の包括利益
評 価 差 額 金 差 額 金 調 整 累 計 額 累 計 額 合 計

当期首残高 △ 224 3,146 53 2,975

当期変動額

剰余金の配当

親会社株主に帰属する当期純利益

自己株式の取得

土地再評価差額金の取崩

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）

△ 8,235 △ 11 △ 166 △ 8,413

当期変動額合計 △ 8,235 △ 11 △ 166 △ 8,413

当期末残高 △ 8,459 3,134 △ 112 △ 5,437

当期首残高 28 3,308 61,961

当期変動額

剰余金の配当 △ 373

親会社株主に帰属する当期純利益 860

自己株式の取得 △ 37

土地再評価差額金の取崩 11

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）

－ 148 △ 8,265

当期変動額合計 － 148 △ 7,802

当期末残高 28 3,456 54,158

新株予約権 非支配株主持分 純資産合計

株主資本

その他の包括利益累計額
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連結注記表 

 

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

連結計算書類作成のための基本となる重要な事項 

子会社、子法人等及び関連法人等の定義は、銀行法第２条第８項及び銀行法施行令第

４条の２に基づいております。 

１．連結の範囲に関する事項 

(1) 連結される子会社及び子法人等  ４社 

株式会社高銀ビジネス 

オーシャンリース株式会社 

株式会社高知カード 

こうぎん地域協働投資事業有限責任組合 

(2) 非連結の子会社及び子法人等   ２社 

こうぎん地域協働投資事業有限責任組合２号 

株式会社地域商社こうち 

非連結子会社は、その資産、経常収益、当期純損益（持分に見合う額）、利益剰余

金（持分に見合う額）及びその他の包括利益累計額（持分に見合う額）等からみて、

連結の範囲から除いても企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を妨

げない程度に重要性が乏しいため、連結の範囲から除外しております。 

２．持分法の適用に関する事項 

(1) 持分法非適用の非連結子会社   ２社 

こうぎん地域協働投資事業有限責任組合２号 

株式会社地域商社こうち 

持分法非適用の非連結子会社は、当期純損益（持分に見合う額）、利益剰余金（持

分に見合う額）及びその他の包括利益累計額（持分に見合う額）等からみて、持分法

の対象から除いても連結計算書類に重要な影響を与えないため、持分法の対象から除

いております。 

３．負ののれんの償却に関する事項 

20年間の定額法により償却を行っております。 

４．会計方針に関する事項 

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

① 有価証券の評価は、持分法非適用の非連結子会社株式については移動平均法に

よる原価法、その他有価証券については時価法（売却原価は移動平均法により算

定）、ただし市場価格のない株式等については移動平均法による原価法により行っ

ております。 

なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理して

おります。 

② 有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運

用されている有価証券の評価は、時価法により行っております。 

(2) デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 
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(3) 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

有形固定資産は、定率法（ただし、1998年４月１日以後に取得した建物（建物附

属設備を除く。）並びに2016年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に

ついては定額法）を採用しております。 

また、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建 物 39 年 ～ 50 年 

その他 ５ 年 ～ 10 年 

② 無形固定資産 

無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェ

アについては、当行並びに連結される子会社及び子法人等で定める利用可能期間

（５年）に基づいて償却しております。 

(4) 貸倒引当金の計上基準 

当行の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、以下に定める債務

者区分に応じて、次のとおり計上しております。 

 

破綻先  ：破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者 

実質破綻先：破綻先と同等の状況にある債務者 

破綻懸念先：現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きい

と認められる債務者 

要注意先 ：貸出条件に問題がある債務者、履行状況に問題がある債務者、業況が

低調ないし不安定な債務者又は財務内容に問題がある債務者など今後

の管理に注意を要する債務者 

要管理先 ：要注意先のうち、条件緩和債権又は三月以上延滞債権を有する債務者 

正常先  ：業績が良好で財務状況にも特段の問題がない債務者 

 

① 破綻先に係る債権及び実質破綻先に係る債権については、次のなお書きに記載

されている直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による

回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。なお、破綻先及び実

質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及

び保証による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額とし

て債権額から直接減額しており、その金額は2,373百万円であります。 

② 破綻懸念先及び要管理先で与信額が一定額以上の大口債務者のうち、債権の元

本の回収及び利息の受取りに係るキャッシュ・フローを合理的に見積もること

ができる債権については、当該キャッシュ・フローを貸出条件緩和実施前の約

定利子率で割り引いた金額と債権の帳簿価額との差額を貸倒引当金とする方法

（キャッシュ・フロー見積法）により計上しております。 
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③ 上記②以外の破綻懸念先に係る債権については、債権額から担保の処分可能見

込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額に予想損失率を乗じた額を

貸倒引当金として計上しております。なお、予想損失率については、過去の一

定期間における貸倒実績率の平均値に基づいた損失率と景気循環サイクル等を

勘案した損失率を比較し、将来見込み等を考慮して算定しております。 

④ 上記②以外の要管理先に係る債権については、過去の一定期間における貸倒実

績率の平均値に基づいた損失率をもとに、将来見込み等を考慮した予想損失率

により貸倒引当金を計上しております。 

⑤ 正常先及び要注意先に係る債権については、過去の一定期間における貸倒実績

率の平均値に基づいた損失率をもとに、将来見込み等を考慮した予想損失率に

より貸倒引当金を計上しております。 

(注)１ 貸倒引当金の算定におけるグルーピング 

上記の債務者区分に加えて、正常先は２区分（遠隔の特定地域の正常先の

うち信用格付が低位の先（特定地域の正常先）、それ以外の正常先）、要

注意先は３区分（経営改善計画等により債務者区分の判定を行っている債

務者（計画要注意先）、遠隔の特定地域の要注意先（特定地域の要注意

先）、それ以外の要注意先）にそれぞれグルーピングしております。 

２ 今後の予想損失額を見込む一定期間 

破綻懸念先、要管理先及び要注意先のうち計画要注意先は３年、それ以外

の要注意先（特定地域の要注意先を含む）及び正常先は１年としておりま

す。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施

し、当該部署から独立した資産監査部署が査定結果を監査しております。 

連結子会社の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒実績率等を勘案して

必要と認めた額を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額をそれぞれ計上しております。 

(5) 賞与引当金の計上基準 

賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支

給見込額のうち、当連結会計年度に帰属する額を計上しております。 

(6) 睡眠預金払戻損失引当金の計上基準 

睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払

戻請求に備えるため、将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積り、必要と認め

る額を計上しております。 

(7) 株式報酬引当金の計上基準 

株式報酬引当金は、当行の取締役（社外取締役を除く）への将来の当行株式の交

付に備えるため、株式交付規程に基づき、ポイントに応じた株式の給付見込額を基

礎として、当連結会計年度末までに発生していると認められる額を計上しておりま

す。 
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(8) 退職給付に係る会計処理の方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に

帰属させる方法については給付算定式基準によっております。また、過去勤務費用

及び数理計算上の差異の損益処理方法は次のとおりであります。 

過去勤務費用：発生年度に一括損益処理 

数理計算上の差異：各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一

定の年数（５年）による定額法により按分した額を、それ

ぞれ発生の翌連結会計年度から損益処理 

なお、連結される子会社及び子法人等は、退職給付に係る負債及び退職給付費用

の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用い

た簡便法を適用しております。 

(9) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建資産・負債は、連結決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

(10) 収益及び費用の計上方法 

当行グループの顧客との契約から生じる収益は、主に「預金・貸出業務」「為替

業務」「証券関連業務」による役務の提供に対する収益等から構成されており、顧

客への役務提供時点等において当行グループの履行義務が充足されると判断してお

り、当該時点等で収益を認識しております。 

また、ファイナンス・リース取引に係る収益及び費用の計上基準（貸手側）につ

いては、リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法によっております。 

(11) 消費税等の会計処理 

有形固定資産に係る控除対象外消費税等は当連結会計年度の費用に計上しており

ます。 

(12) 投資信託の解約・償還損益 

投資信託の解約・償還損益は、銘柄ごとに集計し、益の場合は「有価証券利息配

当金」、損の場合は「その他業務費用」中の国債等債券償還損にて計上しておりま

す。 

(13) 株式配当金 

株式の配当金は、その支払を受けた日の属する連結会計年度に計上しております。 

(14) 外貨建その他有価証券の換算差額の処理 

外貨建その他有価証券の換算差額は、外国通貨による時価の変動に係る換算差額

を評価差額とし、それ以外の差額については為替差損益として処理しております。 

 

会計方針の変更 

（法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準等の適用） 

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年

10月28日。以下「法人税等会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用

しております。 

法人税等の計上区分に関する改正については、法人税等会計基準第20-3項ただし書

きに定める経過的な取扱いに従っております。これによる連結財務諸表への影響はあ

りません。 
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重要な会計上の見積り 

会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した項目で

あって、翌連結会計年度に係る連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、

次のとおりであります。 

１．貸倒引当金 

(1) 当連結会計年度に係る連結計算書類に計上した額 

貸倒引当金 12,245 百万円 

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報 

① 算出方法 

「連結計算書類作成のための基本となる重要な事項 ４．会計方針に関する事項

(4)貸倒引当金の計上基準」に記載のとおり、自己査定基準に則り全ての債権につ

いて資産査定を行い、債務者を信用リスクに応じて区分した上で、償却・引当基準

に基づいて、債務者区分毎に貸倒引当金を計上しております。 

当行では、債務者の実態的な財務内容、収益力等により、その返済能力を検討し、

債務者に対する貸出条件及びその履行状況を確認のうえ、業種等の特性を踏まえ、

収益性の見通し、年間弁済可能額による債務償還能力、経営改善計画の妥当性等を

総合的に勘案し、債務者区分を判定しております。 

② 主要な仮定 

債務者区分の判定における主要な仮定は、個別債務者ごとの将来の業績見通しで

あります。将来の業績見通しは、キャッシュ・フロー見込、財政状態、収益性等の

情報を基礎とし、特に、経営改善計画が作成されている債務者については、その実

現可能性、進捗状況、財政状態の回復見込等を加味しております。 

貸倒引当金の算定に使用する予想損失率は、過去の貸倒実績率と一定の関連性が

あるとの仮定に基づいております。また、遠隔地域の債務者に対する債権について

は、相対的に情報が劣後する結果、信用リスクが高くなると仮定し、予想損失率の

算定を行っております。ただし、直近の貸倒実績等に鑑み、特定地域の正常先及び

特定地域の要注意先を対象としております。 

なお、当連結会計年度末においては、雇用所得環境が改善し、個人消費の持ち直

しが見られる一方で、円安等を起因とする原材料価格や物流費の高騰、人手不足に

よる人件費の高騰、政策金利の上昇等により、債務者の業績に対して一定の影響が

あると認識しております。しかし、政府や自治体の経済対策が打ち出されているこ

となどから、その影響は限定的で、与信費用の増加は多額とはならないとの仮定を

おいて貸倒引当金を算定しております。 

③ 翌連結会計年度に係る連結計算書類に及ぼす影響 

当連結会計年度と同様、原材料価格、物流費、人件費等の高騰や、政策金利の上

昇等の影響に加え、米国による関税政策の対応により、個別債務者の業績が想定以

上に深刻化する等、当初の見積りに用いた仮定が変化した場合は、翌連結会計年度

に係る連結計算書類における貸倒引当金に重要な影響を及ぼす可能性があります。 
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（追加情報） 

（取締役に対する業績連動型株式報酬制度） 

当行は、2017年度より、中長期的な業績の向上と企業価値の増大に貢献する意識を

高めることを目的として、当行の取締役（社外取締役を除く。以下同じ。）を対象に、

業績連動型株式報酬制度（以下「本制度」という。）を導入しております。なお、新

規に新株予約権の付与は行わないこととしております。 

１．取引の概要 

本制度は、当行が金銭を拠出することにより設定する信託（以下「本信託」とい

う。）が当行株式を取得し、各取締役に対して当行が定める株式交付規程に従い、業

績達成度等一定の基準に応じて当行が付与するポイントの数に相当する当行株式及び

当行株式に代わる金銭が、本信託を通じて交付される業績連動型の株式報酬制度です。 

２．信託に残存する当行の株式 

信託に残存する当行の株式は、株主資本において自己株式として計上しており、当

連結会計年度末の当該自己株式の帳簿価額は85百万円、株式数は89千株であります。 

 

注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

１．銀行法及び金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づく債権は次のとお

りであります。なお、債権は、連結貸借対照表の「有価証券」中の社債（その元本の

償還及び利息の支払の全部又は一部について保証しているものであって、当該社債の

発行が有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）によるものに限る。）、貸出

金、外国為替、「その他資産」中の未収利息及び仮払金並びに支払承諾見返の各勘定

に計上されるものであります。 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権額 3,557 百万円 

危険債権額 26,491 百万円 

要管理債権額 627 百万円 

三月以上延滞債権額     － 

貸出条件緩和債権額 627 百万円 

小計額 30,677 百万円 

正常債権額 744,508 百万円 

合計額 775,185 百万円 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手

続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれら

に準ずる債権であります。 

危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成

績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高

い債権で破産更生債権及びこれらに準ずる債権に該当しないものであります。 

三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延

している貸出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権並びに危険債権に該当しない

ものであります。 
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貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利

の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取

決めを行った貸出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権並びに三月以

上延滞債権に該当しないものであります。 

正常債権とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がないものとして、破産

更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権、三月以上延滞債権並びに貸出条件緩和

債権以外のものに区分される債権であります。 

なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

２．手形割引は、業種別委員会実務指針第24号に基づき金融取引として処理しておりま

す。これにより受け入れた商業手形は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分

できる権利を有しておりますが、その額面金額は1,961百万円であります。 

３．担保に供している資産は次のとおりであります。 

担保に供している資産 

有価証券 87,743 百万円 

担保資産に対応する債務 

預金 544 百万円 

借用金 51,000 百万円 

その他の負債 36 百万円 

上記のほか、為替決済等の取引の担保として、有価証券2,056百万円、現金預け金18

百万円を差し入れております。 

また、その他資産には、中央清算機関差入証拠金1,500百万円及びその他の保証金等

が1,272百万円含まれております。 

４．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行

の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限

度額まで資金を貸し付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未

実行残高は177,836百万円であります。このうち原契約期間が１年以内のもの又は任意

の時期に無条件で取消可能なものが176,562百万円あります。 

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未

実行残高そのものが必ずしも当行並びに連結される子会社及び子法人等の将来のキャ

ッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融

情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行並びに連結される

子会社及び子法人等が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をする

ことができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不

動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている行内手続

に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を

講じております。 
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５．土地の再評価に関する法律（1998年３月31日公布法律第34号）に基づき、当行の事

業用の土地の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を

「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土

地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。 

再評価を行った年月日 

1999年３月31日 

同法律第３条第３項に定める再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令（1998年３月31日公布政令第119号）第２条第４

号に定める地価税法（1991年法律第69号）第16条に規定する地価税の課税価格の計算

の基礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官が定めて公表した方法により算

定した価額に基づいて、奥行価格補正等合理的な調整を行って算出。 

同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当連結会計年度末における時価

の合計額と当該事業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額  5,053百万円 

６．有形固定資産の減価償却累計額 16,855百万円 

７．有形固定資産の圧縮記帳額     856百万円 

８．「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）に

よる社債に対する保証債務の額は13,830百万円であります。 

 

（連結損益計算書関係） 

１．「その他の経常収益」には、株式等売却益896百万円を含んでおります。 

２．「その他の経常費用」には、貸倒引当金繰入額268百万円、株式等償却246百万円を

含んでおります。 

３．営業キャッシュ・フローの減少、店舗統廃合の意思決定及び継続的な地価の下落等

により、以下の資産について帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損

損失として特別損失に計上しております。 
 

地域 主な用途 種類 減損損失（百万円） 

愛媛県内 営業店舗 
土地 17  

建物 13  

合計 30  

 
当行の資産のグルーピングについては、稼動資産は管理会計上において継続的な収

支の把握を行っている単位である各営業店舗とし、また、遊休資産等（売却・廃止予

定店舗を含む）については各資産としております。また、連結子会社については各社

を１つの資産グループとしております。 

回収可能価額の算定は、正味売却価額によっており、不動産鑑定評価等に基づく評

価から処分費用見込額を控除して算定しております。 
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（連結株主資本等変動計算書関係） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（単位：千株） 

 

当連結会計 

年度期首株

式数 

当連結会計

年度増加株

式数 

当連結会計

年度減少株

式数 

当連結会計

年度末株式

数 

摘要 

 

 

発行済株式      

 

普通株式 10,244 － － 10,244  

第２種優先株式 680 － － 680  

合 計 10,924 － － 10,924  

自己株式      

 
普通株式 125 42 － 167 

（注１） 

（注２） 

合 計 125 42 － 167  

 
（注１）自己株式における普通株式の当連結会計年度末株式数には、株式交付信託が

保有する当行株式89千株が含まれております。 

（注２）自己株式における普通株式の増加株式数42千株は、株式交付信託の取得42千

株、単元未満株式の買取請求０千株による増加であります。 

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 
 

区

分 

新株予約権の 

内訳 

新株予約権の

目的となる 

株式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数

（株） 当連結会計

年度末残高

（百万円） 

摘

要 当連結

会計年

度期首 

当連結

会計年

度増加 

当連結

会計年

度減少 

当連結

会計年

度末 

当

行 

ストック・オプ

ションとしての

新株予約権 

－ 28  

合計 － 28  
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３．配当に関する事項 

(1) 当連結会計年度中の配当金支払額 
 

（決議） 株式の種類 
配当金の 

総  額 

１株当たり 

配 当 額 
基準日 効力発生日 

2024年６月25日 

定時株主総会 

普通株式 
152 百万円 

（注１） 
15.00 円 

2024年 

３月31日 

2024年 

６月26日 

第２種 

優先株式 
59 百万円 87.50 円 

2024年 

３月31日 

2024年 

６月26日 

2024年11月12日 

取締役会 

普通株式 
101 百万円 

（注２） 
10.00 円 

2024年 

９月30日 

2024年 

12月６日 

第２種 

優先株式 
59 百万円 87.50 円 

2024年 

９月30日 

2024年 

12月６日 

合計  373 百万円    

 
（注１）「配当金の総額」には、株式交付信託が保有する当行株式（2024年３月31日

基準日：47千株）に対する配当金０百万円が含まれております。 

（注２）「配当金の総額」には、株式交付信託が保有する当行株式（2024年９月30日

基準日：47千株）に対する配当金０百万円が含まれております。 

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当連結会計年

度の末日後となるもの 
 

（決議予定） 
株式の 

種 類 

配当金の 

総  額 

配当の 

原 資 

１ 株 

当たり 

配当額 

基準日 効力発生日 

2025年６月25日 

定時株主総会 

普通株式 
152 百万円 

（注） 
利益剰余金 15.00 円 

2025年 

３月31日 

2025年 

６月26日 

第２種 

優先株式 
59 百万円 利益剰余金 87.50 円 

2025年 

３月31日 

2025年 

６月26日 
 

（注）「配当金の総額」には、株式交付信託が保有する当行株式（2025年３月31日基

準日：89千株）に対する配当金１百万円が含まれております。 
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（金融商品関係） 

１．金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 

当行グループは、貸出金業務や預金業務を中心とした金融サービス業務を行うほ

か、債券等により有価証券運用を行っており、金利変動を伴う金融資産及び金融負

債を有しているため、金利変動による不利な影響が生じないように、資産・負債の

総合的管理（ＡＬＭ）を実施しております。 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク 

当行グループが保有する主な金融資産は、国内の取引先に対する貸出金及び有価

証券であります。貸出金は顧客の契約不履行によってもたらされる信用リスクに晒

されております。また、有価証券は、主に債券、株式であり、純投資目的及び事業

推進目的で保有しており、これらは、それぞれ発行体の信用リスク及び金利の変動

リスク、市場価格の変動リスクに晒されております。 

保有している主な金融負債は、顧客から調達する預金であり、これは金利リスク

に晒されております。また、デリバティブ取引として、外貨建債券等の為替リスク

を回避するため為替予約取引を利用しております。これは、すべてリスクヘッジを

目的とした取引であり、投機目的での利用は行っておりません。 

(3) 金融商品に係るリスク管理体制 

① 信用リスクの管理 

当行グループでは、「リスク管理方針」及び「信用リスク管理規程」のほか、信

用リスクに関する管理規程に基づき、個別債務者に対する厳正な与信審査・管理を

行うことで個別債務者の信用リスクを管理するとともに、ポートフォリオ管理によ

り銀行全体の信用リスクの分散を図っております。 

営業店及び審査部門（融資統括部）において、個別債務者の財務分析、業界動向、

資金使途、返済計画の評価を行うことで、個別債務者の管理をしております。評価

は、新規与信実行時及び実行後の自己査定において定期的に行い、常に個別債務者

の信用状況を把握するように努めております。さらに、自己査定等の状況について

は、監査部がチェックしております。 

リスク管理部門（融資統括部）において、業種集中度合や大口集中度合等のモニ

タリングを定期的に行い、銀行全体の適切な与信ポートフォリオの構築を図るとと

もに、ストレス・テストを行っております。 

リスク管理部門は、モニタリング結果を定期的にリスク管理委員会及び取締役会

に報告しております。 

② 市場リスクの管理 

リスク管理部門は、金利リスクをはじめとした市場リスク量を計測するとともに、

ストレス・テストを行って、金利・株式市場が大きく変動した場合に、自己資本に

与える影響を試算しております。また、市場リスクを一定の範囲内に管理するため、

ポジション枠、損失限度額、リスク・リミットのリスク限度枠を設定しており、リ

スク管理委員会等において、市場リスクのコントロールについて検討を行っており

ます。 
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(ⅰ) 金利リスクの管理 

当行では、銀行勘定（資産・負債勘定及び金利変動に感応するオフバラン

ス勘定を含む）における金利リスクは、観測期間５年で計測した金利変動の

１％タイル値・99％タイル値による金利ショックを与え計量化しております。 

また、上記の方法以外にも貸出金、預金、有価証券などについて、BPV（ベ

ーシス・ポイント・バリュー）、ギャップ分析、VaR（バリュー・アット・リ

スク）などの計測手法を用いて計量化しております。 

(ⅱ) 為替リスクの管理 

外国為替取引には、顧客による外貨預金の預入・払出、貿易・貿易外取引

等があり、外貨建の金融資産と金融負債のバランスを管理し、為替リスクを

抑制することとしております。 

(ⅲ) 価格変動リスクの管理 

有価証券の保有については、市場リスクに関する管理規程に基づき、リス

クを管理しております。資金運用部門である市場金融部は、予め取締役会に

おいて定められた取引種類ごとの運用限度額や保有基準等の範囲内で運用を

行うことにより、価格変動リスクを管理しております。これらのモニタリン

グ結果は、リスク管理部門を通じて、定期的にリスク管理委員会及び取締役

会に報告し、検討、分析を行っております。 

(ⅳ) 市場リスクに係る定量的情報 

当行では、金利リスク、為替リスク、株式等の価格変動リスクなどを、統

一的なリスク尺度としてVaR（バリュー・アット・リスク）を利用することに

より管理しております。VaRの計測手法には分散共分散法を用いており、過去

１年間のヒストリカル・データに基づき、保有期間120営業日、信頼区間片側

99.0％によりリスク量を計測しております。なお、2024年10月以降の計測に

おいては、計測方法を変更し、預貸金利リスクを市場リスクに統合すること

で運用・調達全体で相関を考慮した形で計測することとしております。また、

保有期間についても、リスク量の計測をより保守的なものとする観点から、

従来の保有期間（債券・純投資株式・投資信託60営業日、政策投資株式・預

貸金120営業日）より変更し、全ての保有期間を120営業日として計測するこ

ととしております。これらの前提条件をもとに計測した、2025年３月31日時

点における、当行単体のVaRの値は7,170百万円（前連結会計年度末は11,296

百万円）です。 

VaR計測モデルについては、定期的にバック・テスティングを実施すること

により、その有効性を分析しております。なお、分散共分散法によるVaRは、

統計的な仮定に基づいて算定したものであり、前提条件等によって、大きく

異なる値となるものであり、また、最大損失額の予測を意図するものではあ

りません。 
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③ 資金調達に係る流動性リスクの管理  

当行は、管理規程の整備を進めるとともに、取締役会において年度毎にリスク管

理プログラムを定め、流動性リスクの顕在化を防止しております。また、流動性リ

スクの主管部である市場金融部では、資金繰りをする部門（フロント・オフィス）

と事務処理及びリスク管理を担当する部門（バック・オフィス）を分離し、それぞ

れ管理ルールに則った業務運営を行っており、相互に牽制機能が働く体制をとると

ともに、リスク統括部署（経営統括部）においてモニタリングを実施しております。 

リスクの分析結果は定期的にリスク管理委員会及び取締役会に報告しております。 

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等

によった場合、当該価額が異なることもあります。 

 

２．金融商品の時価等に関する事項 

2025年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のと

おりであります。なお、市場価格のない株式及び組合出資金は、次表には含めており

ません（（注１）参照）。また、現金預け金、外国為替（資産・負債）は、短期間で

決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。 

（単位：百万円） 

  
連結貸借対

照表計上額 
時価 差額 

(1) 金銭の信託 1,003 1,003 － 

(2) 有価証券    

 その他有価証券 281,630 281,630 － 

(3) 貸出金 745,537   

 貸倒引当金（＊１） △11,839   

  733,698 724,856 △8,841 

資産計 1,016,333 1,007,491 △8,841 

(1) 預金 998,737 998,681 △55 

(2) 譲渡性預金 32,900 32,900 － 

(3) 借用金 54,464 54,399 △65 

負債計 1,086,101 1,085,980 △120 
 

（＊１）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。 
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（注１）市場価格のない株式及び組合出資金の連結貸借対照表計上額は次のとおりであり、

金融商品の時価情報の「その他有価証券」には含まれておりません。 

（単位：百万円） 

区 分 連結貸借対照表計上額 

非上場株式（＊１）（＊２） 1,407 

組合出資金（＊３） 877 
 

（＊１）非上場株式については、「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企

業会計基準適用指針第19号 2020年３月31日）第５項に基づき、時価開示の対

象とはしておりません。 

（＊２）当連結会計年度において、非上場株式についての減損処理額はありません。 

（＊３）組合出資金については、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第31号 2021年６月17日）第24-16項に基づき、時価開示の対

象とはしておりません。 

 

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じ

て、以下の３つのレベルに分類しております。 

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場におい

て形成される当該時価の算定の対象となる資産または負債に関する相場価格により

算定した時価 

レベル２の時価：観察可能な時価に係るインプットのうち、レベル１のインプット以

外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価 

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価 
 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それら

のインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低

いレベルに時価を分類しております。 

(1) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品 

当連結会計年度（2025年３月31日） 

（単位：百万円） 

区分 
時価 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

金銭の信託 － 1,003 － 1,003 

有価証券     

その他有価証券     

国債・地方債等 21,972 2,938 － 24,910 

社債 － 171,740 13,629 185,370 

株式 16,041 － － 16,041 

その他 12,980 38,132 4,194 55,307 

資産計 50,995 213,814 17,824 282,634 
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(2) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品 

当連結会計年度（2025年３月31日） 

（単位：百万円） 

区分 
時価 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

貸出金 － － 724,856 724,856 

資産計 － － 724,856 724,856 

預金 － 998,681 － 998,681 

譲渡性預金 － 32,900 － 32,900 

借用金 － 54,399 － 54,399 

負債計 － 1,085,980 － 1,085,980 

 

（注１）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明 

資 産 

金銭の信託 

有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託の信託財産の構成物である有価

証券については、取引金融機関から提示された価格によっており、構成物のレベルに

基づき、主にレベル２に分類しております。 

 

有価証券 

商品有価証券及び有価証券については、活発な市場における無調整の相場価格を利

用できるものはレベル１の時価に分類しております。主に上場株式や国債がこれに含

まれます。 

公表された相場価格を用いていたとしても市場が活発でない場合にはレベル２の時

価に分類しております。主に地方債、社債がこれに含まれます。 

また、市場における取引価格が存在しない投資信託について、解約又は買戻請求に

関して市場参加者からリスクの対価を求められるほどの重要な制限がない場合には基

準価額を時価とし、レベル２の時価に分類しております。 

自行保証付私募債は、内部格付、期間に基づく区分ごとに、その将来キャッシュ・

フローをスワップ金利等に信用スプレッドを上乗せした利率で割り引くこと等により、

現在価値を算定しており、当該割引率が観察不能であることからレベル３の時価に分

類しております。 

相場価格が入手できない場合には、将来キャッシュ・フローの割引現在価値法など

の評価技法を用いて時価を算定しております。評価に当たっては観察可能なインプッ

トを最大限利用しており、インプットには、TIBOR、国債利回り、期限前返済率、信

用スプレッド、倒産確率、倒産時の損失率等が含まれます。算定に当たり重要な観察

できないインプットを用いている場合には、レベル３の時価に分類しております。 
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貸出金 

貸出金については、貸出金の種類及び内部格付、期間に基づく区分ごとに、その将

来キャッシュ・フローをスワップ金利等に信用スプレッドを上乗せした利率で割り引

くことにより時価を算定しております。このうち変動金利によるものは、短期間で市

場金利を反映するため、貸出先の信用状態が実行後大きく異なっていない場合は時価

と帳簿価額が近似していることから、帳簿価額を時価としております。個人ローン等

は、商品ごとのキャッシュ・フローを同様の新規貸出を行った場合に想定される利率

で割り引いて時価を算定しております。なお、約定期間が短期間（１年以内）のもの

は、時価は帳簿価額と近似していることから、帳簿価額を時価としております。 

また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等については、見積将来キ

ャッシュ・フローの割引現在価値、又は、担保及び保証による回収見込額等に基づい

て貸倒見積高を算定しているため、時価は連結決算日における連結貸借対照表上の債

権等計上額から貸倒引当金計上額を控除した金額に近似していることから、当該価額

を時価としております。 

貸出金のうち、当該貸出を担保資産の範囲内に限るなどの特性により、返済期限を

設けていないものについては、返済見込み期間及び金利条件等から、時価は帳簿価額

と近似しているものと想定されるため、帳簿価額を時価としております。 

これらの取引につきましては、レベル３に分類しております。 

 

負 債 

預金、及び譲渡性預金 

要求払預金については、連結決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価

とみなしております。また、定期預金及び譲渡性預金の時価は、一定の期間ごとに区

分して、将来のキャッシュ・フローを割り引いて現在価値を算定しております。その

割引率は、定期預金は新規に預金を受け入れる際に使用する利率、譲渡性預金はスワ

ップ金利を用いております。なお、預入期間が短期間（１年以内）のものは、時価は

帳簿価額と近似していることから、帳簿価額を時価としております。当該時価はレベ

ル２の時価に分類しております。 

 

借用金 

借用金については、一定の期間ごとに区分した当該借用金の元利金の合計額をスワ

ップ金利及び同様の借入において想定される利率で割り引いて現在価値を算定してお

ります。なお、約定期間が短期間（１年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似して

いることから、当該帳簿価額を時価としております。 

時価に対して観察できないインプットによる影響額が重要な場合はレベル３の時価、

そうでない場合はレベル２の時価に分類しております。 
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（注２）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品のうちレベル３の時価に関する情報 

(1) 重要な観察できないインプットに関する定量的情報 

当連結会計年度（2025年３月31日） 

区分 評価技法 
重要な観察でき 

ないインプット 

インプットの 

範囲 

インプットの 

加重平均 

有価証券     

その他有価証券     

私募債 割引現在価値法 割引率 
1.501% ‐ 

4.561% 
1.717% 

 

(2) 期首残高から期末残高への調整表、当期の損益に認識した評価損益 

当連結会計年度（2025年３月31日） 

（単位：百万円） 

 期首 

残高 

当期の損益 

又はその他 

の包括利益 

購入、売

却、発行

及び決済

の純額 

レベル３ 

の時価へ

の振替 

レベル３ 

の時価か

らの振替 

期末 

残高 

当期の

損益に

計上し

た額の

うち連

結貸借

対照表

日にお

いて保

有する

金融資

産及び

金融負

債の評

価損益 

損益に

計上

（＊） 

その他

の包括

利益に

計上 

有価証券         

その他有価証券         

社債 16,062 30 △73 △2,390 － － 13,629 － 

その他 4,227 △15 △17 － － － 4,194 － 
 

（＊）連結損益計算書に含まれております。 

 

(3) 時価の評価プロセスの説明 

当行グループは時価の算定に関する方針及び手続に従い、各取引部門が時価を算

定・検証しております。時価の算定に当たっては、個々の資産の性質、特性及びリ

スクを最も適切に反映できる評価モデルを用いております。また、第三者から入手

した相場価格を利用する場合においても、利用されている評価技法及びインプット

の確認や類似の金融商品の時価との比較等の適切な方法により価格の妥当性を検証

しております。 
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(4) 重要な観察できないインプットを変化させた場合の時価に対する影響に関する説明 

割引率 

割引率はスワップ金利等に信用スプレッドを上乗せした利率で算定しております。 

信用スプレッドは、格付別に過去の取引先の倒産実績をもとに算定した倒産確率

を用いて算定しており、倒産確率の大幅な上昇（低下）は、時価の著しい下落（上

昇）を生じさせます。 

 

（税効果会計関係） 

１．法人税の税率の変更による繰延税金資産および繰延税金負債の金額の修正  

「所得税法等の一部を改正する法律（2025年法律第13号）」が2025年３月31日に成

立したことに伴い、2026年４月１日以後に開始する連結会計年度から「防衛特別法人

税」の課税が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負

債の計算に使用する法定実効税率は従来の30.45％から、2026年４月１日以後開始す

る連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異については31.35％となります。こ

の税率変更による影響は軽微であります。  

 

（収益認識関係） 

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報（2025年３月31日） 

（単位：百万円） 

 報告セグメント 

その他 合計 
銀行業 リース業 

クレジッ

トカード

業 

計 

預金・貸出業務 235 － － 235 － 235 

為替業務 526 － － 526 － 526 

証券関連業務 547 － － 547 － 547 

その他 559 － 346 906 － 906 

顧客との契約から 

生じる収益 
1,868 － 346 2,215 － 2,215 

その他の収益 15,919 5,360 26 21,306 △42 21,264 

外部顧客に対する 

経常収益（注） 
17,788 5,360 372 23,522 △42 23,479 

 
（注）一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。 
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２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報 

当行グループは、銀行業務を中心に、リース業務、クレジットカード業務などの金

融サービスに係る事業を行っており、顧客との契約から生じる収益は主に「預金・貸

出業務」「為替業務」「証券関連業務」による役務の提供に対する収益等から構成さ

れております。 

①預金・貸出業務 

預金・貸出業務における主な収益は、口座振替手数料であり、振替の完了時点で履

行義務が充足されると判断しており、当該時点で収益を認識しております。  

②為替業務 

為替業務における主な収益は、振込手数料であり、振込の完了時点で履行義務が充

足されると判断しており、当該時点で収益を認識しております。  

③証券関連業務 

証券業務における主な収益は、投信販売手数料及び投信取扱報酬手数料であり、投

信販売手数料については、顧客へ販売完了時点において履行義務が充足されると判断

しており、当該時点で収益を認識しております。また、投信取扱報酬手数料について

は、各投資信託の決算時等に当行グループの取扱いに係る信託財産の純資産総額が確

定したとき等に収益を認識しております。  

 

３．当期及び翌期以降の収益の金額を理解するための情報 

(1) 契約資産及び契約負債の残高等 

当行グループの契約資産及び契約負債の内訳は以下のとおりです。 

当連結会計年度（自 2024年４月１日 至 2025年３月31日） 

（単位：百万円） 

 当連結会計年度 

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 108 

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 107 

契約資産（期首残高） － 

契約資産（期末残高） － 

契約負債（期首残高） 20 

契約負債（期末残高） 20 
 

連結会計年度末で、役務提供が完了している場合で対価を受領していないものを

顧客との契約から生じた債権とし、役務提供が完了していない場合で、対価を受領

しているものを契約負債とし、それぞれ連結貸借対照表のその他資産、その他負債

に計上しております。 

 

(2) 残存履行義務に配分した取引価格 

当行及び連結子会社では、残存履行義務に配分した取引価格については、当初に

予想される契約期間が１年を超える重要な契約がないため、実務上の便法を適用し、

記載を省略しております。また、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に

含まれていない重要な金額はありません。 
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（１株当たり情報） 

１株当たりの純資産額 4,347 円 89 銭 

１株当たりの親会社株主に帰属する当期純利益金額 73 円 43 銭 

（注）株主資本において自己株式として計上されている信託に残存する当行の株式は、

１株当たりの純資産額及び１株当たりの親会社株主に帰属する当期純利益金額の

算定上、期末発行済株式総数及び期中平均株式数から控除する自己株式に含めて

おります。 

１株当たりの純資産額及び１株当たりの親会社株主に帰属する当期純利益金

額の算定上、当連結会計年度における控除した当該自己株式の期末株式数及び期

中平均株式数はそれぞれ 89 千株、63 千株であります。 

 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 
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